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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第65期
第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 25,065,263 24,624,202 33,791,843

経常利益 (千円) 1,332,837 980,673 1,485,322

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 962,328 646,856 1,146,522

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,234,578 473,867 1,382,900

純資産額 (千円) 7,317,404 7,824,850 7,464,902

総資産額 (千円) 27,451,948 27,611,994 26,189,202

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 59.96 40.32 71.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.7 28.3 28.5
 

 

回次
第65期
第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 33.01 21.89
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４.「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準第21号 平成25年９月13日) 等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期 (当期) 純利益」を「親会社株主に帰属する四半期 (当期) 純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ (当社及び当社の関係会社) において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、デフレ脱却と経済再生に向けた政府による経済・金融政策を背

景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、未だ雇用・所得環境の大幅な改善には至らず、中国

経済をはじめとした海外景気の下振れ等も先行きのリスクとして潜在しております。

　当社グループの主要顧客である建設業界においては、民間投資に前向きの動きが見られるものの、需給のひっ迫

による労務費高騰等もあり一部に厳しさが残る状況で推移いたしました。

　このような経営環境のもと、当社グループは中期３ヵ年経営計画の最終年度となる当第３四半期連結累計期間に

おいて、顧客志向に基づくマーケティング、サービスへの取り組み、ビジネスモデルの変革によるコアビジネスの

強化を推進し、マーケットシェアの向上に取り組んでまいりました。その結果、当第３四半期連結累計期間の連結

売上高は、前年同期比1.8％減少の24,624百万円余となりました。また、損益につきましては、レンタル機械の稼

働低下、販売管理費の増加等から連結営業利益は前年同期比28.1％減少の951百万円余、連結経常利益は前年同期

比26.4％減少の980百万円余、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比32.8％減少の646百万円余となりま

した。

　なお、当第３四半期連結累計期間のセグメント別売上高の概要は、次のとおりであります。

 

建設機械関連事業

　建設機械関連事業の売上高は、前年同期比1.5％増加の16,588百万円余となりました。

　建設機械関連商品は、建設機械の新車需要が引き続き好調であったことから、前年同期比4.2％増加の9,870百万

円余となりましたが、建設機械関連レンタルは、稼働率の低下により前年同期比9.9％減少の2,725百万円余となり

ました。また、建設機械関連サービスは、前年同期比3.9％増加の3,992百万円余となりました。 　

産業・鉄構機械等関連事業

　産業・鉄構機械等関連事業の売上高は、前年同期比9.7％減少の6,398百万円余となりました。

　産業機械関連製品は、主力自社商品である「クローラクレ－ン」が好調であったものの、「かにクレーン」の海

外輸出が減少し、全体では前年同期比4.0％減少の3,194百万円余となりました。また、産業機械関連商品は、高所

作業車の需要が伸長したものの、トンネル用機械が減少したことから、全体では前年同期比41.9％減少の694百万

円余となりました。

　鉄構機械関連製品においては、前年同期比7.5％減少の1,335百万円余、産業機械関連その他は、前年同期比

5.1％増加の1,174百万円余となりました。

介護用品関連事業

　介護用品関連事業の売上高は、前年同期比3.6％増加の882百万円余となりました。

その他

　その他の事業の売上高は、前年同期比3.8％減少の754百万円余となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,537百万円余増加し14,478百万円

余となりました。これは主に、現金及び預金が546百万円余、未収入金が235百万円余それぞれ減少したものの、た

な卸資産が1,368百万円余、受取手形及び売掛金が939百万円余それぞれ増加したことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ115百万円余減少し13,133百万円余となりました。これは主に、有形固定

資産が119百万円余増加したものの、保有株式の市場価格下落により投資有価証券が238百万円余減少したことによ

るものであります。

　これにより、資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,422百万円余増加し27,611百万円余となりました。

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,563百万円余増加し15,487百万円

余となりました。これは主に、未払法人税等が減少したものの、買掛金が1,433百万円余、短期借入金が582百万円

余それぞれ増加したことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ500百万円余減少し4,299百万円余となりました。これは主に、長期借入金

が減少したことによるものであります。

　これにより、負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,062百万円余増加し19,787百万円余となりました。

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ359百万円余増加し7,824百万円余

となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金が174百万円余減少したものの、利益剰余金が534百万円余

増加したことによるものであります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は28.3％(前連結会計年度末は28.5％)となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は195百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,100,000 同左
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 16,100,000 同左 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 － 16,100,000 － 3,160,000 － 100,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　  58,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　 15,984,000 15,984 －

単元未満株式 普通株式　　　 58,000 － －

発行済株式総数 16,100,000 － －

総株主の議決権 － 15,984 －
 

 

② 【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社前田製作所

長野県長野市篠ノ井
御幣川1095番地

58,000 － 58,000 0.4

計 － 58,000 － 58,000 0.4
 

　（注）当第３四半期会計期間末の自己株式数は、58,782株であります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
（1）退任役員
　

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役 経営管理本部長 高　木　文　雄 平成27年６月27日
 

 
（2）役職の異動
　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(経営管理本部長
兼管理部長)

取締役
(経営管理本部副本部長

兼管理部長)
加　藤　保　雄 平成27年７月10日

 

 
（3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率
　
　　男性11名　女性０名　　（役員のうち女性の比率０％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,003,801 2,457,646

  受取手形及び売掛金 ※1  6,859,254 ※1,2  7,798,445

  たな卸資産 2,185,854 3,554,030

  繰延税金資産 208,235 98,771

  未収入金 ※3  711,309 ※3  476,233

  その他 38,768 168,138

  貸倒引当金 △66,576 △74,790

  流動資産合計 12,940,647 14,478,475

 固定資産   

  有形固定資産   

   貸与資産 14,071,918 14,953,239

    減価償却累計額 △9,526,219 △10,198,092

    貸与資産（純額） 4,545,699 4,755,146

   建物及び構築物 7,878,110 7,897,529

    減価償却累計額 △5,802,852 △5,876,146

    建物及び構築物（純額） 2,075,258 2,021,382

   機械装置及び運搬具 2,049,919 2,088,896

    減価償却累計額 △1,638,309 △1,664,693

    機械装置及び運搬具（純額） 411,609 424,202

   土地 2,733,307 2,752,454

   リース資産 1,333,162 1,383,142

    減価償却累計額 △207,372 △337,109

    リース資産（純額） 1,125,790 1,046,032

   その他 689,007 716,165

    減価償却累計額 △560,436 △575,705

    その他（純額） 128,570 140,459

   有形固定資産合計 11,020,236 11,139,679

  無形固定資産   

   借地権 41,148 41,148

   ソフトウエア 12,049 40,425

   その他 11,954 242

   無形固定資産合計 65,151 81,815

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,954,059 1,715,973

   その他 291,644 278,554

   貸倒引当金 △82,537 △82,504

   投資その他の資産合計 2,163,165 1,912,024

  固定資産合計 13,248,554 13,133,518

 資産合計 26,189,202 27,611,994
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 6,221,852 7,655,776

  短期借入金 ※4  5,420,420 ※4  6,003,272

  リース債務 183,789 191,980

  未払法人税等 372,796 132,454

  賞与引当金 397,350 199,530

  役員賞与引当金 30,000 －

  その他 1,297,581 1,304,506

  流動負債合計 13,923,790 15,487,520

 固定負債   

  長期借入金 827,702 535,478

  リース債務 998,338 901,796

  繰延税金負債 307,378 240,996

  退職給付に係る負債 1,962,240 2,009,508

  その他 704,849 611,844

  固定負債合計 4,800,508 4,299,623

 負債合計 18,724,299 19,787,144

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,160,000 3,160,000

  資本剰余金 100,000 100,000

  利益剰余金 3,419,905 3,954,446

  自己株式 △16,986 △18,591

  株主資本合計 6,662,919 7,195,855

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 860,679 686,247

  退職給付に係る調整累計額 △58,696 △57,252

  その他の包括利益累計額合計 801,983 628,994

 純資産合計 7,464,902 7,824,850

負債純資産合計 26,189,202 27,611,994
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 25,065,263 24,624,202

売上原価 20,506,531 20,213,516

売上総利益 4,558,731 4,410,686

販売費及び一般管理費 3,235,211 3,459,177

営業利益 1,323,520 951,508

営業外収益   

 受取利息 3,901 4,947

 受取配当金 45,389 48,031

 為替差益 6,464 10,483

 不動産賃貸料 9,764 10,032

 その他 26,205 32,829

 営業外収益合計 91,725 106,325

営業外費用   

 支払利息 52,217 48,682

 手形売却損 16,824 11,795

 その他 13,366 16,681

 営業外費用合計 82,408 77,159

経常利益 1,332,837 980,673

特別損失   

 固定資産除却損 2,140 7,300

 減損損失 734 546

 特別損失合計 2,874 7,847

税金等調整前四半期純利益 1,329,962 972,826

法人税、住民税及び事業税 358,914 205,742

法人税等調整額 8,719 120,227

法人税等合計 367,634 325,970

四半期純利益 962,328 646,856

親会社株主に帰属する四半期純利益 962,328 646,856
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 962,328 646,856

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 247,041 △174,432

 退職給付に係る調整額 25,207 1,443

 その他の包括利益合計 272,249 △172,988

四半期包括利益 1,234,578 473,867

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,234,578 473,867

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っ

ております。
 

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１　受取手形裏書譲渡高等

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 22,517千円 27,304千円

手形債権流動化による譲渡高 2,291,687千円 2,146,627千円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、当第３四半期連

結会計期間末日は金融機関の休日であったため、四半期連結会計期間末日満期手形が以下の科目に含まれてお

ります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

受取手形及び売掛金 －千円 171,308千円
 

 

※３　未収入金に含まれている手形債権流動化による受取手形譲渡代金は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

 692,292千円 467,270千円
 

 

※４　親会社の前田建設工業㈱が導入しているＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)による短期借入金が含ま

れております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

 80,308千円 48,120千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

 1,305,992千円 1,453,421千円
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(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 112,364 7.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式 112,315 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

建設機械
関連事業

産業・鉄
構機械等
関連事業

介護用品
関連事業

計

売上高         

 外部顧客への売上高 16,343,431 7,085,391 851,972 24,280,794 784,468 25,065,263 － 25,065,263

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

193,612 255,673 － 449,285 298,075 747,361 △747,361 －

計 16,537,043 7,341,064 851,972 24,730,080 1,082,543 25,812,624 △747,361 25,065,263

セグメント利益又は損
失（△）

1,452,040 392,345 59,759 1,904,144 △61,320 1,842,824 △519,303 1,323,520
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車販売、車検・整備、シリン

ダー製造・販売事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△519,303千円には、連結消去に伴う調整額△32,967千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△486,336千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
建設機械
関連事業

産業・鉄構機
械等関連事業

介護用品
関連事業

計

減損損失 － － － － － 734 734
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

建設機械
関連事業

産業・鉄
構機械等
関連事業

介護用品
関連事業

計

売上高         

 外部顧客への売上高 16,588,040 6,398,891 882,843 23,869,775 754,426 24,624,202 － 24,624,202

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

77,194 367,420 28 444,643 401,167 845,810 △845,810 －

計 16,665,235 6,766,312 882,872 24,314,419 1,155,594 25,470,013 △845,810 24,624,202

セグメント利益又は損
失（△）

1,146,303 363,164 65,327 1,574,795 △114,370 1,460,424 △508,916 951,508
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車販売、車検・整備、シリン

ダー製造・販売事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△508,916千円には、連結消去に伴う調整額△15,318千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△493,598千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
建設機械
関連事業

産業・鉄構機
械等関連事業

介護用品
関連事業

計

減損損失 － － － － － 546 546
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 59円96銭 40円32銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 962,328 646,856

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

962,328 646,856

   期中平均株式数(株) 16,049,309 16,042,508
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月８日

株式会社前田製作所

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   島　　村　　　　　哲   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴   木       　理   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社前田製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社前田製作所及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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